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 ８ 農林水産委員会

【第204回国会】

（1）委員名簿（40人） 

委員長 髙鳥  修一君 自民

理 事 加藤  寛治君 自民      理 事 齋藤   健君 自民 

理 事 津島   淳君 自民      理 事 宮腰  光寛君 自民 

理 事 宮下  一郎君 自民      理 事 亀井 亜紀子君 立民 

理 事 矢上  雅義君 立民      理 事 稲津   久君 公明 

伊東  良孝君 自民          池田  道孝君 自民 

泉田  裕彦君 自民          今枝 宗一郎君 自民 

上杉 謙太郎君 自民          江藤   拓君 自民 

金子  俊平君 自民          木村  次郎君 自民 

小寺  裕雄君 自民          佐々木  紀君 自民 

斎藤  洋明君 自民          鈴木  憲和君 自民 

西田  昭二君 自民          根本  幸典君 自民 

野中   厚君 自民          福田  達夫君 自民 

福山   守君 自民          細田  健一君 自民 

渡辺  孝一君 自民          石川  香織君 立民 

大串  博志君 立民          金子  恵美君 立民 

神谷   裕君 立民          近藤  和也君 立民 

佐々木 隆博君 立民          佐藤  公治君 立民 

緑川  貴士君 立民          濱村   進君 公明 

田村  貴昭君 共産          藤田  文武君 維新 

玉木 雄一郎君 国民 

（2）議案審査等 

付託された議案は、内閣提出法律案４件及び議員提出法律案８件（うち継続審査６件）、

委員会提出法律案は３件で、審査等の概況は、次のとおりである。 

森林の間伐等の実施の促進に関する特別措置法の一部を改正する法律案（内閣提出第33号） 

○ 要旨

我が国森林による二酸化炭素の吸収作用の保全及び強化の重要性に鑑み、令和12年度ま

での間における森林の間伐等の実施を促進するため、市町村が新たに同年度までの間にお

ける特定間伐等の実施の促進に関する計画を作成すること等ができるようにするとともに、

特定母樹から育成された苗木の植栽を行う事業に関する計画の認定について定め、当該認

定を受けた者に対する林業・木材産業改善資金の償還期間に関する特例措置等を講ずるも

の 

○ 審査結果 

可決（附帯決議が付された。） 

○ 審査経過

提出日 

令和 
 3. 2. 9

衆・委員会

付託日 

3. 9 

趣旨説明

3.10

質疑

3.17

議決日 
結 果 

3.17 
可決(多) 

(賛-自民・立民・公明・
維新・国民) 

(反-共産) 

(附) 

衆・本会議

議決日
結 果

3.18
可決

参・委員会

議決日
結 果

農林水産

3.26 
可決 
(附) 

参・本会議

議決日
結 果

3.26
可決

公布日

番 号

3.31 
法15号
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農業法人に対する投資の円滑化に関する特別措置法の一部を改正する法律案（内閣提出第40

号） 

○ 要旨 

農林漁業及び食品産業の持続的な発展を図るため、農業法人投資育成事業の対象となる

法人として、林業又は漁業を営む法人、食品産業の事業者等を追加する等の措置を講ずる

もの 

○ 審査結果 

可決（附帯決議が付された。） 

○ 審査経過 

提出日 

衆・本会議    
 
 趣旨説明 

 
 

 
 

 
  

令和 

 3. 2.26 
 

衆・委員会 

付託日

4. 5 

趣旨説明

 

 

 
 

  

4. 6 

 

 

質疑

4. 7 

議決日 
結 果 

4. 7 
可決(多) 

(賛-自民・立民・公明・

維新・国民) 
(反-共産) 

(附) 

衆・本会議

議決日
結 果

4. 8

可決

参・委員会

議決日
結 果

農林水産
4.20 

可決 
(附) 

参・本会議

議決日 
結 果 

4.21

可決

公布日
番 号

4.28 

法26号

 

 

 

 

衆・本会議     

趣旨説明 
 

 
 
 

 
  

 
  

 
 

 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

畜舎等の建築等及び利用の特例に関する法律案（内閣提出第45号） 

○ 要旨

畜産業を取り巻く国際経済環境の変化等に鑑み、その国際競争力の強化を図るため、畜

舎等の建築等及び利用に関する計画の認定制度を創設し、当該認定を受けた計画に基づき

建築等がされ、及び利用される畜舎等に関する建築基準法の特例を定めるもの 

○ 審査結果

可決（附帯決議が付された。） 

○ 審査経過

提出日

令和 
 3. 3. 2

衆・委員会

付託日

4.13 

趣旨説明

4.14

質疑

4.21

議決日 
結 果 

4.21 
可決(多) 

(賛-自民・立民・公明・
維新・国民) 

(反-共産) 

(附) 

衆・本会議

議決日 
結 果 

4.22
可決

参・委員会

議決日
結 果

農林水産

5.11 
可決 
(附) 

参・本会議

議決日
結 果

5.12
可決

公布日 
番 号 

5.19 
法34号

農水産業協同組合貯金保険法の一部を改正する法律案（内閣提出第58号）

○ 要旨

金融システムの安定に係る国際的な基準に対応するため、金融システムの著しい混乱が

生ずるおそれがあると認められる場合における農林中央金庫の資産及び負債の秩序ある処

理に関する措置として、農水産業協同組合貯金保険機構による同金庫に対する業務遂行等

の監視、資金の貸付け及び優先出資の引受け等の措置について定めるもの 

○ 審査結果

可決 
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○ 審査経過 

提出日 

衆・本会議     

趣旨説明 
  

  

令和 
 3. 3. 5 

 

衆・委員会

付託日

5.11 

趣旨説明

 
 
 

 
 
  

5.12 

 

 

 

質疑 

5.19

議決日 

結 果 

5.19 
可決(多) 

(賛-自民・立民・公明・

維新・国民) 
(反-共産) 

衆・本会議

議決日 

結 果 

5.20
可決

参・委員会

議決日

結 果

農林水産
5.27 

可決 

参・本会議

議決日 

結 果 

5.28
可決

公布日 

番 号 

6. 4 
法55号

 

 

 

衆・本会議   参・委員会 参・本会議 
公布日 
番 号 趣旨説明 

 
質疑 

議決日 

結 果 

 

 

議決日 

結 果 

議決日 

結 果  

 
 

     

 

 

 

 

 

 

 

衆・本会議   参・委員会 参・本会議 
公布日 

番 号 趣旨説明 質疑 
議決日 
結 果 

 
 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 趣旨説明 

 
 

     

 

 

 

 

主要農作物種子法案（後藤祐一君外８名提出、第196回国会衆法第13号） 

○ 要旨

主要農作物の優良な種子の生産及び普及を促進するため、種子の生産についてほ場審査

その他の措置を講ずるもの 

○ 審査結果

継続審査

○ 審査経過

提出日 

(平成 

30. 4.19) 

衆・委員会

付託日

令和 

 3. 1.18

趣旨説明

(平成 

30. 6. 6)

衆・本会議

議決日

結 果

令和 
 3. 6.16 

閉会中審査 

国有林野事業に従事する職員の労働関係を円滑に調整するための行政執行法人の労働関係に関

する法律の一部を改正する法律案（佐々木隆博君外４名提出、第196回国会衆法第18号） 

○ 要旨

国有林野事業に従事する職員について、当該職員の労働関係を円滑に調整するため、国

家公務員制度改革基本法に基づく自律的労使関係制度が措置されるまでの間、行政執行法

人の労働関係に関する法律を適用するもの 

○ 審査結果

継続審査

○ 審査経過

提出日 

(平成 
30. 5.11) 

衆・委員会

付託日 

令和 
 3. 1.18

衆・本会議

議決日
結 果

6.16 
閉会中審査 

国有林野事業に従事する職員の給与等に関する特例法案（佐々木隆博君外４名提出、第196回国

会衆法第19号） 

○ 要旨

国有林野事業に従事する職員について行政執行法人の労働関係に関する法律が適用される

ことに伴い、当該職員の給与等に関し国家公務員法の特例等を定めるもの 
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○ 審査結果 

継続審査 

○ 審査経過 

提出日 

衆・本会議   参・委員会 参・本会議 
公布日 

番 号 趣旨説明 
 

質疑 
議決日 

結 果 

議決日 

結 果 

議決日 

結 果 趣旨説明 

(平成 
30. 5.11) 

 

衆・委員会

付託日

令和 
 3. 1.18 

  

衆・本会議

議決日 

結 果 

6.16 
閉会中審査 

   

 

 

 

 

 

 

 

衆・本会議   参・委員会 参・本会議 
公布日 
番 号 趣旨説明 

 
質疑 

議決日 

結 果 

議決日 

結 果 

議決日 

結 果 趣旨説明 

 
 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

衆・本会議   参・委員会 参・本会議 
公布日 
番 号 趣旨説明 

 
質疑 

議決日 
結 果 

 
 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 趣旨説明 

 
 

     

 

 

 

 

畜産経営の安定に関する法律及び独立行政法人農畜産業振興機構法の一部を改正する法律案

（佐々木隆博君外６名提出、第196回国会衆法第23号） 

○ 要旨

畜産経営の安定を図るため、肉用牛又は肉豚の生産者の経営に及ぼす影響を緩和するた

めの交付金の交付に関する措置については、環太平洋パートナーシップ協定及び環太平洋

パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定が日本国について効力を生ずるか否か

にかかわらず、法令に基づく措置として早期に実施するもの 

○ 審査結果 

継続審査

○ 審査経過

提出日

(平成 
30. 5.17) 

衆・委員会

付託日

令和 

 3. 1.18

衆・本会議

議決日 

結 果 

6.16 
閉会中審査 

農業者戸別所得補償法案（長妻昭君外６名提出、第196回国会衆法第33号） 

○ 要旨

農業の有する食料その他の農産物の供給の機能の重要性に鑑み、農業経営の安定及び農

業生産力の確保を図るため、米穀、麦その他の重要な農産物の生産を行う農業者に対し、

その農業所得を補償するための交付金を交付する等の措置を講ずるもの 

○ 審査結果

継続審査

○ 審査経過

提出日

(平成 

30. 6. 8) 

衆・委員会

付託日

令和 
 3. 1.18

衆・本会議

議決日
結 果

6.16 

閉会中審査 
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衆・本会議  参・委員会 参・本会議 
公布日 
番 号 趣旨説明 

 
質疑 

議決日 
結 果 

 
 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 趣旨説明 

 
  

     
 

 

 

 

 

 

 

 

衆・本会議    

趣旨説明 
付託日 

 
 

 

 

 

 

 

 

 趣旨説明 

 
 

 

 

 
 
  

 

 

 

 

 

家畜伝染病予防法の一部を改正する法律案（平野博文君外５名提出、第198回国会衆法第34号） 

○ 要旨

アフリカ豚熱をはじめとする監視伝染病の病原体が国内に侵入することを防止するため、

必要な訓練を受けた犬の配置その他の輸入検疫に係る体制の整備についての規定を新設す

るもの 

○ 審査結果

継続審査

○ 審査経過

提出日

(令和 
元. 6.21) 

衆・委員会 

付託日

3. 1.18

衆・本会議

議決日
結 果

6.16 
閉会中審査 

有明海及び八代海等を再生するための特別措置に関する法律の一部を改正する法律案（農林水

産委員長提出、衆法第８号） 

○ 要旨

有明海及び八代海等の海域において赤潮や貧酸素水塊の発生が続き、水産資源が回復す

るに至っていないこと等に鑑み、港湾又は漁港における汚泥等の堆積を排除するために行

う事業及び漁場における特定の漁港漁場整備事業に係る経費に対する国の補助の割合の特

例並びにこれらの事業に係る経費に関する地方債の特例について定めるとともに、国及び

地方公共団体による海岸漂着物の処理並びに有明海・八代海等総合調査評価委員会による

所掌事務の遂行の状況の公表について定めるもの 

○ 内閣の意見の聴取

○ 結果

成案・提出決定

○ 審査経過

提出日 

令和 
 3. 3.17

衆・委員会 

質疑

3.17(発言)

議決日

結 果

3.17 
成案・提出決定(全) 

(賛-自民・立民・公明・

共産・維新・国民) 

衆・本会議

議決日

結 果

3.18 
可決 

参・委員会

議決日

結 果

農林水産
3.30 
可決 

（附） 

参・本会議

議決日

結 果

3.31
可決

公布日 
番 号 

3.31 
法18号

新型コロナウイルス感染症等の影響を受けている茶業等に係る緊急の支援等に関する法律案

（山井和則君外17名提出、衆法第16号） 

○ 要旨

茶業を行う者によるお茶の生産の方式の改善のための取組等及びお茶の文化の振興に資

する活動を行う者による新型コロナウイルス感染症の感染の防止のための取組に対する緊

急の支援等に関し必要な事項を定めるもの 

○ 審査結果 

継続審査 



 

231 

８ 

農
林
水
産
委
員
会 

○ 審査経過 

提出日 

衆・本会議   参・委員会 参・本会議 
公布日 

番 号 趣旨説明 
 

質疑 
議決日 

結 果 

議決日 

結 果 

議決日 

結 果 趣旨説明 

令和 
 3. 4.23 

 

衆・委員会

付託日

6.15 
  

衆・本会議

議決日 

結 果 

6.16 
閉会中審査 

   
 

 

 

 

 

   

 

 

衆・本会議     
 
 趣旨説明 

付託日 
質疑 

 

 

 

 

 

 趣旨説明 

  
 

 

 
 
 

 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

   

 

 

衆・本会議     
 
 趣旨説明 

付託日 
質疑 

 

 

 

 

 

 趣旨説明 

 
 

 

 
 
 

 
 
  

 

 

 

 

 

鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための特別措置に関する法律の一部を改正する法

律案（農林水産委員長提出、衆法第26号） 

○ 要旨

鳥獣による農林水産業等に係る被害を防止するための施策の一層の推進を図るため、対

象鳥獣の捕獲等の強化、捕獲等をした対象鳥獣の適正な処理及び有効利用のための措置の

拡充、人材育成の充実強化並びに銃砲刀剣類所持等取締法に基づく技能講習の免除期限の

延長の措置を講ずるもの 

○ 結果

成案・提出決定

○ 審査経過

提出日

令和 
 3. 6. 2

衆・委員会

議決日 

結 果 

6. 2 
成案・提出決定(全) 

(賛-自民・立民・公明・

共産・維新・国民) 

衆・本会議

議決日

結 果

6. 3
可決

参・委員会

議決日

結 果

農林水産
6. 8 
可決 

（附） 

参・本会議

議決日

結 果

6. 9
可決

公布日
番 号

6.16 
法71号

公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律の一部を改正する法律案（農林水産委員

長提出、衆法第30号） 

○ 要旨

脱炭素社会の実現に向けて、建築物等における木材の利用の一層の促進を図るため、木

材の利用の促進に関する基本理念を定め、基本方針等の対象を公共建築物から建築物一般

に拡大するとともに、建築物における木材の利用の促進及び建築用木材の適切かつ安定的

な供給の確保に関する措置の拡充等をするもの 

○ 結果

成案・提出決定

○ 審査経過

提出日

令和 
 3. 6. 3

衆・委員会

議決日 

結 果 

6. 3 
成案・提出決定(全) 

(賛-自民・立民・公明・

共産・維新・国民) 

衆・本会議

議決日

結 果

6. 8
可決

参・委員会

議決日

結 果

農林水産
6.10 
可決 

(附) 

参・本会議

議決日

結 果

6.11
可決

公布日
番 号

6.18 
法77号
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衆・本会議  参・委員会 参・本会議 
公布日 
番 号 趣旨説明 

 
質疑 

議決日 

結 果 

 

 

議決日 

結 果 

議決日 

結 果 趣旨説明 

 
 

 
     

 

 

 

 

 

○ 

・

・

・

・

・

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

 

 

 

 

農業用植物の優良な品種を確保するための公的新品種育成の促進等及び在来品種の保全に関す

る法律案（佐々木隆博君外４名提出､衆法第39号） 

○ 要旨

地域における農業の基盤である農業用植物の優良な品種を確保する上で農業用植物の新

品種の育成及び在来品種の保全が重要であることに鑑み、地域における農業の持続的な発

展を図るため、公的新品種育成の促進等及び在来品種の保全に関し、基本方針の策定その

他の必要な事項を定めるもの 

○ 審査結果

継続審査

○ 審査経過

提出日

令和 

 3. 6.11

衆・委員会 

付託日

6.15

衆・本会議

議決日

結 果

6.16 

閉会中審査 

（3）国政調査 

国政調査では、質疑及び決議が行われた。主な質疑内容は、次のとおりである。 

主な質疑内容 

 みどりの食料システム戦略について、商流の中にある全ての関係者の理解を得るた

め政府のけん引力を発揮する必要性 

 株式会社アキタフーズによる農林水産省幹部への接待問題について、国家公務員倫

理規程違反を全省的に調査する必要性 

 高病原性鳥インフルエンザについて、今後の発生予防に向けた取組状況及び発生農

家に対する支援策 

 我が国の畜産物に係る中国との検疫協議の進捗状況及び我が国の牛肉がカンボジア

から中国に持ち込まれているという情報の真偽 

 米の需給状況への対応 

有機ＪＡＳ取得に必要な手数料軽減等の有機農業に対する支援の在り方 

アニマルウェルフェアを我が国の畜産業界のために長期的視野で推進する必要性 

株式会社による農地所有に対する農林水産大臣の評価 

輸入材高騰の影響及びその対策並びに国産材供給強化策 

福島、日本の漁業をどのように守るかについての農林水産大臣の所感 

（4）決議 

決議は３件で、その内容は次のとおりである。 

① 有明海及び八代海等の再生に関する件（令和3.3.17）

国民にとって貴重な自然環境及び水産資源の宝庫である有明海及び八代海等を豊かな海

として再生するため、「有明海及び八代海等を再生するための特別措置に関する法律」に

基づき、海域環境の保全及び改善並びに水産資源の回復等による漁業振興に関する取組が
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行われてきた。しかしながら、その再生は道半ばであり、今後も引き続き、有明海及び八

代海等における漁業振興に関する施策を強力に推進する必要がある。 

よって、政府は、「有明海及び八代海等を再生するための特別措置に関する法律の一部

を改正する法律」の施行に当たり、左記事項の実現に万全を期すべきである。 

記 

１ 有明海及び八代海等の海域環境の保全及び改善のため、赤潮や貧酸素水塊の被害防止

対策、近年頻発する豪雨等に伴い発生する海岸漂着物等の除去及び処理のための十分な

予算を確保し、地方公共団体と協力して取組を推進すること。 

２ 有明海及び八代海等における漁場生産力の増進、水産動植物の増殖及び養殖の取組を

支援し、同海域における水産資源の回復と持続的な利用を確保し、漁業振興に関する取

組を着実に進め加速化すること。その際、指定地域内の状況の違いに十分配慮すること。

３ 有明海・八代海等総合調査評価委員会の所掌事務の遂行状況の公表に当たっては、有

明海及び八代海等における環境等の変化の原因・要因、再生の方策が分かりやすいもの

となるよう十分に配慮すること。また、国及び関係県が行う調査の内容については、地

域や季節によって状況が大きく異なる同海域の特性を十分に踏まえ、きめ細かな分析を

行うこと。 

右決議する。 

 

 

② 鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止に関する件（令和3.6.2） 

農山漁村地域において鳥獣による農林水産業等への被害が依然として深刻な状況にあり、

これに対処することが農林水産業の発展及び農山漁村地域の振興に際して継続的かつ喫緊

の課題となっている。 

よって、政府は、「鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための特別措置に関す

る法律の一部を改正する法律」の施行に当たり、左記事項の実現に万全を期すべきである。 

記 

１ 被害防止計画に基づく対象鳥獣の捕獲等の拡充に当たっては、鳥獣被害対策実施隊の

更なる設置数の増加を図るとともに、狩猟者の実施隊員への移行・加入の促進等、必要

な措置を的確に講じること。また、実施隊における多様な人材の活用への配慮に当たっ

ては、実施隊の活動と連携して農業者や農林業団体が積極的かつ効果的に被害防止施策

に取り組む優良事例がみられる実情等を十分に踏まえるよう、市町村に対し周知徹底を

図ること。 

２ 都道府県が広域的な捕獲活動を実施するに当たっては、改正後の法第７条の２等に規

定する「被害の防止に関し必要な措置」として、個体数調整のための捕獲等を行うこと

ができることを十分に認識するよう、都道府県に対し適切に指導・助言を行うこと。 

３ 鳥獣の生息状況及び生息環境等に関する調査については、鳥獣の個体数等の正確な把

握に努め、その調査結果に基づき、農林水産業等に係る被害を防止する上で適正と認め

られる個体数等の目標水準を設定するとともに、実績について正確な分析及び検証を行

う等、効果的かつ効率的な運用を行うこと。その際、人獣共通感染症対策の観点にも留

意し、必要な措置を講じること。 

４ 捕獲等をした鳥獣についての有効な利用の促進に当たっては、食品、愛玩動物用飼料

又は皮革としての利用促進と併せて、動物園での飼料としての利用、油脂や骨の加工製

品化等、幅広く多様な利用の在り方について引き続き検討し、その促進のために必要な

措置を講じること。その際、一層の利用拡大を図るためには、捕獲から処理、加工、流
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通又は販売を行う事業者等からなる、強固で持続的な流通ネットワークによる安定供給

が重要であることを認識し、その環境整備のために必要な支援を行うこと。 

５ 安全・安心なジビエの提供に向けた野生鳥獣肉の衛生管理に当たっては、平成30年５

月に制定された国産ジビエ認証制度の趣旨及び目的を踏まえて、同制度の普及促進を図

るとともに、認証に取り組む事業者に対するきめ細かな支援を行うこと。また、衛生管

理の基準等については、豚熱、高病原性鳥インフルエンザ等に係る最新の家畜防疫対策

の状況を踏まえるとともに、人獣共通感染症予防の観点にも留意し、適宜、適切な見直

しを検討すること。 
いま

６ 東日本大震災から10年余が経過するに至っても、未だに鳥獣の捕獲等又は捕獲等をし

た鳥獣の利用が困難となっている地域があることに鑑み、平成28年改正で設置された鳥

獣被害対策推進会議が中心的な役割を担い、関係行政機関が相互に連携して、一体的か

つ効果的な支援を継続的に実施すること。 

７ 鳥獣の捕獲等を推進する一方で、動物愛護やアニマルウェルフェアの観点及び国際的

なＯＩＥコードの関連条項等に留意し、保護すべき動物の錯誤捕獲の防止策、捕獲鳥獣

の適切な処理方法の在り方等について、厳格な指導・監督を行うとともに、必要に応じ

て運用マニュアルの見直し等の検討を行うこと。 

８ 被害防止施策の実施に当たっては、シカを仲介したヤマビルによる地域住民等への被

害等、鳥獣に係る二次的な被害状況を踏まえ一体的な対策を講じるなど、地域の実情に

即した取組が進められるよう、市町村に対し適切に指導・助言を行うこと。 

９ 銃砲刀剣類所持等取締法に基づく技能講習の免除措置を受ける者に対しては、事故防

止のための指導を的確に実施するとともに、猟銃に係る技能向上及び安全確保が確実に

図られるよう、地域の実情に即した射撃場の整備及び適切な配置等、必要な措置を講じ

ること。 

右決議する。 

 

③ 建築物等における木材の利用の促進に関する件（令和3.6.3） 

木材の利用を促進することが森林の有する多面的機能の発揮及び山村その他の地域の経

済の活性化に貢献すること等に鑑み、建築物における木材の利用の促進及び建築用木材の

適切かつ安定的な供給の確保に関する措置を講ずること等により、林業及び木材産業の持

続的かつ健全な発展を図り、もって森林の適正な整備及び木材の自給率の向上に寄与する

とともに、脱炭素社会の実現に資することは極めて重要である。 

よって、政府は、「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律の一部を改正

する法律」の施行に当たり、左記事項の実現に万全を期すべきである。 

記 

１ 木材の利用の促進による森林資源の循環利用の確立に向けて、確実な再造林をはじめ、

森林の適正な整備が図られるよう、森林整備事業に係る予算の確保及び支援措置を拡充

すること。また、木材の利用の促進・確保を通じた山元への一層の利益還元を推進する

とともに、内外における木材の需給状況を踏まえ、建築用木材の安定的な供給体制の構

築に努めること。 

２ 木材の適切な供給及び林業の持続的かつ健全な発展を図るためには、人材の育成・確

保が喫緊の課題となっていることに鑑み、林業就業者の所得の向上、労働安全対策をは

じめとする就業条件改善に向けた対策の更なる強化を図ること。 
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３ 持続可能な社会の実現に向けて、木材の利用の拡大による炭素貯蔵、二酸化炭素の排

出削減効果の最大化により2050年カーボンニュートラルの実現を目指すとともに、循環

型社会の形成、自然との共生等を統合的に推進するため、本法の措置に加え、建築物等

における木材の利用の促進のみならず、公共土木分野での木材の利用の促進、熱利用な

ど高効率な木質バイオマスエネルギーの活用を推進すること。 

右決議する。 

 

（5）参考人  

出頭日 職 業 氏 名 審査・調査案件 

令和 

 3. 5.19 
農林中央金庫代表理事兼常務執行役員 八木 正展君 

農水産業協同組合貯金保険法の一部

を改正する法律案（内閣提出） 
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衆・本会議 衆・本会議 参・委員会 参・本会議 
公布日 
番 号 趣旨説明 

 
質疑 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果  

 
 

     

 

 

【第205回国会】 

（1）委員名簿（40人）

委員長 髙鳥  修一君 自民 

理 事 加藤  寛治君 自民      理 事 齋藤   健君 自民 

理 事 宮腰  光寛君 自民      理 事 宮下  一郎君 自民 

理 事 亀井 亜紀子君 立民      理 事 矢上  雅義君 立民 

理 事 稲津   久君 公明 

井野  俊郎君 自民          井上  貴博君 自民 

伊東  良孝君 自民          池田  道孝君 自民 

今枝 宗一郎君 自民          江藤   拓君 自民 

金子  俊平君 自民          斎藤  洋明君 自民 

坂本  哲志君 自民          鈴木  憲和君 自民 

西田  昭二君 自民          根本  幸典君 自民 

野中   厚君 自民          福山   守君 自民 

松本  洋平君 自民          村井  英樹君 自民 

盛山  正仁君 自民          山下  貴司君 自民 

山田  賢司君 自民          鷲尾 英一郎君 自民 

石川  香織君 立民          大串  博志君 立民 

金子  恵美君 立民          神谷   裕君 立民 

近藤  和也君 立民          佐々木 隆博君 立民 

佐藤  公治君 立民          緑川  貴士君 立民 

濱村   進君 公明          田村  貴昭君 共産 

藤田  文武君 維新          玉木 雄一郎君 国民 

（2）議案審査 

付託された議案は、議員提出法律案８件（継続審査）で、審査の概況は、次のとおりで

ある。 

主要農作物種子法案（後藤祐一君外８名提出、第196回国会衆法第13号） 

○ 要旨

（第204回国会参照） 

○ 審査結果 

（解散のため本院において審査未了） 

○ 審査経過

提出日

(平成 
30. 4.19) 

衆・委員会 

付託日

令和 

 3.10. 4

趣旨説明

(平成 
30. 6. 6) 

議決日 
結 果 

（審査未了） 

国有林野事業に従事する職員の労働関係を円滑に調整するための行政執行法人の労働関係に関

する法律の一部を改正する法律案（佐々木隆博君外４名提出、第196回国会衆法第18号） 

○ 要旨 

（第204回国会参照） 

○ 審査結果 

（解散のため本院において審査未了） 



 

237 

８ 

農
林
水
産
委
員
会 

○ 審査経過 

提出日 

衆・本会議  衆・本会議 参・委員会 参・本会議 
公布日 

番 号 趣旨説明 質疑 
議決日 

結 果 

議決日 

結 果 

議決日 

結 果 趣旨説明 

(平成 
30. 5.11) 

 

衆・委員会

付託日 

令和 
 3.10. 4 

 

議決日 

結 果 

（審査未了）     

 

 

 

○ 要旨 

（第204回国会参照） 

○ 審査結果 

（解散のため本院において審査未了） 

○ 審査経過 

提出日 

衆・本会議  衆・本会議 参・委員会 参・本会議 
公布日 
番 号 趣旨説明 質疑 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 趣旨説明 

(平成 
30. 5.11) 

 

衆・委員会

付託日 

令和 
 3.10. 4 

 

議決日 
結 果 

（審査未了）     

 

 

 

○ 要旨 

（第204回国会参照） 

○ 審査結果 

（解散のため本院において審査未了） 

○ 審査経過 

提出日 

衆・本会議  衆・本会議 参・委員会 参・本会議 
公布日 
番 号 趣旨説明 

 
質疑 

 

 

議決日 

結 果 

議決日 

結 果 

議決日 

結 果 趣旨説明 

(平成 
30. 5.17) 

 

衆・委員会

付託日

令和 

 3.10. 4 
 

議決日

結 果

（審査未了）     

 

 

 

○ 要旨 

（第204回国会参照） 

○ 審査結果 

（解散のため本院において審査未了） 

 

 

国有林野事業に従事する職員の給与等に関する特例法案（佐々木隆博君外４名提出、第196回国

会衆法第19号） 

畜産経営の安定に関する法律及び独立行政法人農畜産業振興機構法の一部を改正する法律案

（佐々木隆博君外６名提出、第196回国会衆法第23号） 

農業者戸別所得補償法案（長妻昭君外６名提出、第196回国会衆法第33号） 
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○ 審査経過 

提出日 

衆・本会議  衆・本会議 参・委員会 参・本会議 
公布日 

番 号 趣旨説明 質疑 
議決日 

結 果 

議決日 

結 果 

議決日 

結 果 趣旨説明 

(平成 
30. 6. 8) 

 

衆・委員会

付託日 

令和 

 3.10. 4 
 

議決日 

結 果 

（審査未了）     

 

 

 

○ 要旨 

（第204回国会参照） 

○ 審査結果 

（解散のため本院において審査未了） 

○ 審査経過 

提出日 

衆・本会議 衆・本会議 参・委員会 参・本会議 
公布日 

番 号 趣旨説明 
 

質疑 
議決日 
結 果 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 趣旨説明 

(令和 

元. 6.21) 
 

 

衆・委員会 

付託日

3.10. 4 
 

議決日 
結 果 

（審査未了）     
 

 

 

○ 要旨 

（第204回国会参照） 

○ 審査結果 

（解散のため本院において審査未了） 

○ 審査経過 

提出日 

衆・本会議 衆・本会議 参・委員会 参・本会議 
公布日 
番 号 趣旨説明 

 
質疑 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 趣旨説明 

(令和 

 3. 4.23) 
 

 

衆・委員会 

付託日

3.10. 4 
 

議決日 
結 果 

（審査未了）     
 

 

 

○ 要旨 

（第204回国会参照） 

○ 審査結果 

（解散のため本院において審査未了） 

 

 

 

 

家畜伝染病予防法の一部を改正する法律案（平野博文君外５名提出、第198回国会衆法第34号） 

新型コロナウイルス感染症等の影響を受けている茶業等に係る緊急の支援等に関する法律案

（山井和則君外17名提出、第204回国会衆法第16号） 

農業用植物の優良な品種を確保するための公的新品種育成の促進等及び在来品種の保全に関す

る法律案（佐々木隆博君外４名提出、第204回国会衆法第39号） 
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○ 審査経過 

提出日 

衆・本会議 衆・本会議 参・委員会 参・本会議 
公布日 

番 号 趣旨説明 質疑 
議決日 

結 果 

議決日 

結 果 

議決日 

結 果 趣旨説明 

(令和 
 3. 6.11) 

 

衆・委員会 

付託日 

 3.10. 4 
 

議決日 

結 果 

（審査未了）     
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【第206回国会】 

（1）委員名簿（40人）

委員長 平口   洋君 自民 

理 事 今枝 宗一郎君 自民      理 事 齋藤   健君 自民 

理 事 野中   厚君 自民      理 事 宮下  一郎君 自民 

理 事 大串  博志君 立民      理 事 佐藤  公治君 立民 

理 事 空本  誠喜君 維新      理 事 稲津   久君 公明 

井野  俊郎君 自民          井上  貴博君 自民 

伊東  良孝君 自民          石橋 林太郎君 自民 

江藤   拓君 自民          金子  俊平君 自民 

斎藤  洋明君 自民          坂本  哲志君 自民 

鈴木  憲和君 自民          髙鳥  修一君 自民 

西田  昭二君 自民          根本  幸典君 自民 

松本  洋平君 自民          柳本   顕君 自民 

山下  貴司君 自民          山田  賢司君 自民 

山本  左近君 自民          鷲尾 英一郎君 自民 

石川  香織君 立民          金子  恵美君 立民 

神谷   裕君 立民          近藤  和也君 立民 

堤  かなめ君 立民          緑川  貴士君 立民 

池畑 浩太朗君 維新          住吉  寛紀君 維新 

金城  泰邦君 公明          庄子  賢一君 公明 

玉木 雄一郎君 国民          田村  貴昭君 共産 

北神  圭朗君 有志 

（2）議案審査 

付託された議案はなかった。 
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【第207回国会】 

（1）委員名簿（40人）

委員長 平口   洋君 自民

理 事 江藤   拓君 自民      理 事 髙鳥  修一君 自民 

理 事 宮下  一郎君 自民      理 事 簗   和生君 自民 

理 事 金子  恵美君 立民      理 事 佐藤  公治君 立民 

理 事 空本  誠喜君 維新      理 事 稲津   久君 公明 

東   国幹君 自民          五十嵐  清君 自民 

上田  英俊君 自民          尾﨑  正直君 自民 

加藤  竜祥君 自民          神田  潤一君 自民 

北村  誠吾君 自民          坂本  哲志君 自民 

高見  康裕君 自民          武井  俊輔君 自民 

中川  郁子君 自民          野中   厚君 自民 

長谷川 淳二君 自民          平沼 正二郎君 自民 

古川   康君 自民          保岡  宏武君 自民 

山口   晋君 自民          若林  健太君 自民 

梅谷   守君 立民          神谷   裕君 立民 

小山  展弘君 立民          後藤  祐一君 立民 

緑川  貴士君 立民          渡辺   創君 立民 

池畑 浩太朗君 維新          住吉  寛紀君 維新 

金城  泰邦君 公明          庄子  賢一君 公明 

長友  慎治君 国民          田村  貴昭君 共産 

北神  圭朗君 有志 

（2）議案審査 

付託された議案はなかった。 

（3）国政調査 

国政調査では、質疑及び決議が行われた。主な質疑内容は、次のとおりである。 

○ 主な質疑内容 

（閉会中審査） 

 全国の生産者、乳業メーカーが一体となった脱脂粉乳の在庫削減の取組に、国が関

与、支援する必要性 

 令和４年度の集送乳調整金単価について、輸送費用等のコスト上昇を踏まえ適切に

決定する必要性 

 5,000ｔの生乳の廃棄が必要となるかもしれない状況に至った要因（乳業メーカーの

処理能力、在庫増、学校給食の停止等）の確認 

 畜産クラスター事業での施設整備事業の事業費単価について、資材価格の高騰を考

慮して見直す必要性 

（4）決議

決議は１件で、その内容は次のとおりである。 

令和４年度畜産物価格等に関する件（令和3.12.22） 

我が国の畜産・酪農経営は、畜産クラスター等の地域の関係者が一丸となった取組の成

果として、乳用牛、肉用繁殖雌牛の飼養頭数が増加に転じる一方、担い手の高齢化、後継
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者不足は依然として問題であり、特に、中小・家族経営においては経営継続の課題となっ

ている。こうした事態に対応するためには、生産基盤のより一層の強化や次世代に継承で

きる持続的な生産基盤の創造の取組の継続が重要である。また、規模の大小を問わず、生

産者の生産性向上等を強力に支援するとともに、より多くの若手が就農を目指す魅力ある

労働環境を構築することが重要な課題となっている。 

このような中での新型コロナウイルス感染症による需要の減少や、配合飼料等の資材価

格の上昇、高病原性鳥インフルエンザ等の家畜伝染病の発生は、畜産・酪農経営に大きな

影響をもたらしている。また、経済連携協定等の発効、締結により我が国の畜産・酪農の

将来に対する懸念と不安を抱く生産者も多い。 

よって政府は、こうした情勢を踏まえ、令和４年度の畜産物価格及び関連対策の決定に

当たり、左記事項の実現に万全を期すべきである。 

記 

１ 新型コロナウイルス感染症による畜産・酪農経営への影響を克服するため各種支援策

を強力に実施すること。特に、乳製品在庫が高水準にある中、酪農経営の安定と牛乳・

乳製品の安定供給の確保が図られるよう、生産者団体・乳業が一体となった脱脂粉乳の

在庫の削減に向けた取組を支援するとともに、牛乳・乳製品の消費拡大に取り組むこと。

また、既往負債については、償還負担の軽減に向けた金融支援等を周知徹底し、活用が

拡大するよう取組を強化すること。 

２ 高病原性鳥インフルエンザ、豚熱の感染拡大防止は、現下の家畜伝染病の防疫上、最

重要課題である。そのため、各種対策を強力に推進し、農場における飼養衛生管理基準

の遵守の徹底を図り、感染リスクを低減させる取組を支援すること。また、アフリカ豚

熱については、水際での防疫措置等の発生予防対策を徹底し、さらに、これらの措置を

着実に進めるため、地域の家畜衛生を支える家畜防疫員や産業動物獣医師の確保・育成

を図ること。 

３ 配合飼料価格の上昇は、畜産・酪農経営を圧迫しており、その影響を緩和するために

は、配合飼料価格安定制度の安定的な運営はもとより、国産濃厚飼料の生産・利用の拡

大、飼料用米、稲発酵粗飼料の生産・利用の推進、草地等の生産性向上、放牧の推進等

による国産飼料に立脚した畜産・酪農への転換を強力に推進すること。 

  また、近年頻発する大規模災害への対応も含め、飼料穀物の備蓄をはじめとする配合

飼料の安定供給のための取組等を支援すること。 

４ 経済連携協定等が、我が国の畜産・酪農経営に与える影響について、統計データ等を

常に注視し、分析を行い、これを公表すること。また、新たな国際環境下において、関

税削減等に対する生産者の懸念と不安を払拭し、生産者が経営の継続・発展に取り組む

ことができるよう、実効ある経営安定対策を講ずること。その際、実施した施策の効果

を検証し、適宜必要な見直しを行うこと。 

５ 加工原料乳生産者補給金・集送乳調整金の単価及び総交付対象数量については、中

小・家族経営を含む酪農家の意欲が喚起されるよう、再生産の確保を図ることを旨とし

て、新型コロナウイルス感染症による影響や燃油及び飼料価格の高騰に配慮しつつ適切

に決定すること。また、期中における一方的な出荷先の変更等の契約違反や不公平な取

引については、適切な需給調整が図られるよう、必要な措置を講ずること。 

６ 肉用子牛生産者補給金制度における保証基準価格等については、中小・家族経営を中

心とする繁殖農家の経営努力が報われ、営農意欲が喚起されるよう、再生産の確保を図

ることを旨として適切に決定すること。 
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７ 中小・家族経営をはじめとした地域の関係者が連携し、地域一体となって収益性の向

上を図る畜産クラスター等について、引き続き、現場の声を踏まえた事業執行に努めつ

つ、収益性向上等に必要な機械導入や施設整備、施設整備と一体的な家畜導入等を支援

すること。また、畜舎等の建築等及び利用の特例に関する法律の施行を控え、新制度に

ついての現場への丁寧な説明の実施等により、円滑な制度導入を図り、引き続き畜舎の

安全性を確保すること。 

  さらに、乳業工場・食肉処理施設の再編整備、国産チーズの競争力強化に向けた取組

等を支援すること。 

８ 酪農経営、特に中小・家族経営にとって不可欠な存在である酪農ヘルパーについては、

その要員の育成や確保・定着の促進のための支援を行うとともに、外部支援組織の育

成・強化を図ること。また、ロボット、ＡＩ、ＩｏＴ等の新技術の実装を推進し、生産

性の向上に加え労働負担の軽減等を図るとともに、次世代を担う人材を育成・確保する

ための総合的な対策を実施し、既存の経営資源の継承・活用に向けた取組を強力に支援

すること。 

９ 国際社会において、ＳＤＧｓに基づく環境と調和した持続可能な農業の促進が求めら

れていることを踏まえ、資源循環型畜産の実践に向けた家畜ふん堆肥等の利用推進や家

畜排せつ物処理施設の整備等の温室効果ガス排出量の削減に資する取組を支援するとと

もに、これらの取組に資する新技術の活用を図ること。 

  また、畜産ＧＡＰの普及・推進体制の強化を図るための指導員等の育成やＧＡＰ認証

取得等の取組を支援するとともに、アニマルウェルフェアを考慮した家畜の飼養管理の

普及を図ること。 

10 家畜能力等の向上を図る取組を一層支援すること。また、関係者の長年の努力の結晶

である和牛遺伝資源の厳格な流通管理及び知的財産としての価値の保護を確実に実施す

ること。 

11 畜産物の輸出促進を図るため、畜産農家・食肉処理施設等・輸出事業者が連携したコ

ンソーシアムの組織化・販売力の強化等を進めるとともに、国産畜産物の需要の増加に

対応できる生産基盤の構築や輸出対応型の処理加工施設の整備に取り組むこと。 

12 原発事故に伴う放射性物質の吸収抑制対策及び放射性物質に汚染された稲わら、牧草

等の処理を強力に推進すること。また、原発事故に係る風評被害対策に徹底して取り組

むこと。 

右決議する。 

 




